
 平成２３年度 事業計画書 

 

自 平成２３年４月 １日 

至 平成２４年３月３１日 

 

（社）静岡県商工会議所連合会 

Ⅰ．総括的概 要 
 
平成 23 年 3 月 11 日に発生した東北地方太平洋沖地震は、過去最大規模とな

る被害をもたらし、更に 3月 15日には、静岡県東部で震度６強の地震が発生す

るなど、静岡県下においても、不安を払拭出来ない日々が続いている。 
特に、福島原子力発電所の事故が不安を拡大させ、東電管内での計画停電の

実施、異常な原油高、急激な為替の変動・株安など、経済への影響は、各地で

様々な苦難を引き起こしている。 
今年に入り、日本の景気は足踏み状態から脱しつつあるかに見えたが、地震

と津波による未曾有の災害が、被災地はもとより、全国に及ぼす影響は測り知

れず、暫くは、現状を凌ぐ日々が続くものと予想される。 
そのような中、静岡県では地震等の直接・間接的に被害を受けた地域企業者

に対し、売上高要件を緩和した「中小企業災害対策資金」を発動した。また、「緊

急保証制度」が 3 月末にて終了するも、セーフティネット保証として 6 割の業
種が継続され、中小企業円滑化法が延長の方向で検討されている。これらの施

策が、地域企業の資金繰りの下支えになるよう、期待するところである。 
そのような経済情勢の中にあって各地の商工会議所は、本年度より、全ての

窓口で経営革新申請を取扱うこととなり、創業・再チャレンジ、事業承継をは

じめ、中小企業の経営支援に全力をあげて取組むとともに、中小企業支援ネッ

トワークを強化していく。 

 さて、富士山静岡空港が開港して間もなく 2 年になろうとしている。搭乗者

数増加は、依然として大きな課題であるが、空港は、重要な社会的インフラで

あり、産業界としては、この空港を如何に活用し、地域振興につなげるかに重

点を置き、引き続き積極的に支援していきたい。 

今後とも、県下各地の商工会議所と密接な連携のもと、地域企業のさらなる

振興・発展、活力ある経済・社会の実現と併せ、商工会議所の存在意義の維持

向上を目指していきたい。その為に、地域のニーズや時代の流れに的確に対応

し、積極的に要望・意見活動を行うなど、平成 23年度は次に掲げる諸事業を推

進していく。 



 

Ⅱ．事 業 計 画      

※：重点項目、  ：新規項目 

１．政策提言、要望活動の推進 

※（１）県知事に対する要望書の提出、懇談会の開催 

      ① 各地商工会議所からの要望の取り纏め 

   ② 静岡県の将来を見据えた政策課題に対する提言 

    ・テーマ別委員会開催による提言作成 

※（２）県議会議長に対する要望書の提出 

（３）ブロック別会頭会議等広域的要望活動への協力・支援 

（４）日本商工会議所からの依頼に基づく、国等への提言・要望活動の取り纏め 

 

２．商工業振興対策関係事業 

 （１）小規模事業の支援に関する対策 

① 県と連携して、商工会議所の小規模事業の円滑な推進並びに相談体制の強化 

② 商工会議所の小規模事業の支援に関する調査、情報の収集及び補助金にかか

る事務処理の集中管理業務の推進 

③ 商工会議所の実施する経営改善普及事業の全般にわたる相談・支援 

④ 小規模事業者に対する共済制度の普及促進支援 

※ ⑤ 経営革新計画承認件数増加に向けた支援 

 （２）金融円滑化に向けた取組みへの支援 

※ ① 国・県・金融関係機関の融資事業の円滑化促進支援 

② 各種融資制度の審査会等への参画と融資制度についての情報提供 

③ 中小企業金融における地域融資動向調査への協力 

④ 静岡県信用保証協会新制度「新事業展開関連保証」の推進支援 

(３) 各地商工会議所会員における「男女共同参画社会づくり宣言」の推進支援 

     

３．地域活性化に対する支援 

(１) 地域産業の振興促進支援 

① 経済産業省関連事業の側面支援 

※ ② 富士山静岡空港就航先との経済交流促進支援 

※ ③ 富士山静岡空港利用促進協議会を通じた利用拡大への働きかけ 

  ④ 消費動向調査実施検討会開催 

(２) まちづくり対策への支援 

① 魅力あるコンパクトなまちづくり支援と中小商業活性化関連事業の支援 

② 中心市街地活性化に向けた取組み支援 



 

③ 商業団体の事務受託を通じた商業振興対策充実 

 

４．組織活動強化推進事業 

（１）諸会議の開催、県内商工会議所の運営・事業活動の推進支援 

  ① 正副会頭懇談会の開催   

    ② 専務理事・事務局長会議の開催 

     ・連合会に関する諸問題についての協議と組織活動の強化 

     ・組織強化、財政の健全化、事業運営対応策の検討 

     ・国及び県の施策普及 

    ・コンプライアンス意識の醸成 

   ③ 事務局長会議の開催 

   ※・商工会議所の事業運営力向上に向けた直面する課題についての情報交換 

    ・組織運営管理力向上への協力支援 

    ④ 中小企業相談所長会議の開催 

・創業・経営革新事業等小規模事業者への支援方法の研究、情報交換 

   ⑤ 静岡県経営指導員等人事管理委員会への参画による補助認定制度改訂等 

     への協力 

   ⑥ 県下商工会議所における経営指導員等人事交流の円滑な実施への支援 

※ (２) 商工会議所存在意義向上への支援 

    ① 会議所職員の意識改革推進 

② 研修による経営指導員・補助員の資質向上に向けた取組み強化 

・商工会議所の円滑な運営と会員の要請に対応できる人材の育成支援 

・国・県施策の周知、活用支援 

・コンプライアンス意識定着     

③ 各商工会議所の広報戦略等への協力支援 

(３) 日本商工会議所並びに関東商工会議所連合会との連携及び事業への参加 

（４）国・県・関係機関・団体との連携強化による商工会議所活動の一層の充実 

（５）情報発信機能の強化と情報公開の充実 

① 県連ホームページの充実 

※ (６) 商工会議所 事業運営アクションプログラムに基づく活動支援及び進捗確認 

 

５．雇用促進・労働、教育、社会福祉対策等への支援 

(１) 雇用問題、労働問題、職業技能訓練等諸対策の促進 

① 静岡県新卒者就職応援本部の活動への協力による若年者の採用支援 

② 静岡県産業教育振興会の運営支援 

③ 若者の企業訪問への積極的支援 

 



 

６．観光振興に関する対策 

※ (１) 静岡県と空路による就航先との観光振興連携強化への協力 

(２) 静岡県観光土産品公正取引協議会として、観光土産品の「公正競争規約」の普及・

促進と組織の充実 

(３) 関係機関・団体・業界の催事、見本市、展示会等への協力支援 

※ (４) 富士山世界文化遺産登録に向けた支援 

   ① 「美しい富士山を未来につなぐ会」の共同代表の一員としてメッセージ 

募集運動に協力 

※ (５) 観光立“地域”に向けた観光振興の支援 

 

７．防災・減災、防犯対策への支援 

※ (１) 商工会議所における減災のための災害時対応マニュアル策定への支援 

 

８．調査・研究、情報提供の充実 

(１) 資料、情報の迅速な収集及び提供等による商工会議所の事業活動への支援 

(２) 国・県、日本商工会議所、各地商工会議所、業界等の情報収集と提供 

 (３) 商工会議所各種事業のＰＲ及び情報の提供 

 (４) 商工会議所における組織・財政・事業に関する実態調査と取り纏め 

  

９．実務技能振興・技術の伝承に関する事業 

  (１) 日本珠算連盟静岡県連合会による珠算振興への支援 

(２) 技能五輪全国大会等への協力 

      

10．その他の県等受託事業の実施 

(１) 静岡県産品愛用運動推進協議会による県内特産品のイメージ向上支援 

    (２) 市町、各商工会議所、関係団体等協力のもと県等からの受託事業の実施 

  

11．各種会議・委員会等への参加 

・静岡県総合計画審議会 

・静岡県国土利用計画審議会 

・中部圏広域地方計画協議会 

・北陸圏･中部圏広域地方計画合同協議会 

・伊豆縦貫自動車道建設推進期成同盟会 

・静岡県中小企業再生支援協議会 



 

・静岡県多文化共生審議会 

・静岡県高等学校就職問題連絡協議会 

・公正採用選考人権啓発協力員会議 

・静岡県地球温暖化防止県民会議 

 

・中日本高速道路㈱東京支社ハイウェイアドバイザリー委員会 

・静岡県技能マイスター認定審査会 

 

・世界お茶まつり実行委員会 

・静岡県大型観光キャンペーン推進協議会委員会 

・全国推奨観光土産品審査会 

 

・静岡県・浙江省経済交流促進機構静岡県委員会 

・静岡県留学生等交流推進協議会 

 

・静岡国際オペラコンクール実行委員会 

・静岡県屋外広告物審議会 

・北方領土返還要求静岡県民会議 

・静岡県献血推進協議会 

・NHK視聴者懇談会 

 


